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法定外福利費 概要 

 法定外福利費 状況 各国 労働費用

い 費用 構 比 現金給 外 割合 2008 い

23.0% 20.3 22.6 やや高い 程

割合 い 割合 方 17.4 高 36.3

や 34.9 比 い  

 現金給 外 費用 中 法定福利費 14.8 米国 8.3 や

7.9 比 高い 25.4 21.2%

い  

法定外福利費 い 6.5 10.4%

7.9 4.1 8.9 概 水準 あ  

 

表 各国 労働費用費目 構成比 製造業  

％
国 日本 韓国

Country JPN USA GBR DEU FRA NLD  SWE KOR

Year) (2011) (2012) (2008) (2008) (2008) (2008) (2008) (2011)

労働費用計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

現金給 79.7 77.4 82.7 77.0 63.7 75.7 65.1 75.1

現金給 以外 20.3 22.6 17.4 23.0 36.3 24.3 34.9 24.9

法定福利費 (11.1) (8.3) (7.9) (14.8) (25.4) (9.3) (21.2) (6.3)

法定外福利費 1)
(2.4) (10.4) (6.8) (6.5) (4.1) (12.1) (8.9) (5.1)

現物給付 (0.1) － (1.4) (0.8) (0.0) (1.0) (1.1) (0.1)

職金等 費用 (6.2) (3.9) (0.7) (0.3) (3.2) － (0.0) (12.5)

教育訓練費 (0.2) － (0.5) (0.5) (2.2) (0.8) (0.8) (0.6)

そ 他 2)
(0.2) － － (0.2) (1.3) (1.1) (2.9) (0.3)  

(出 ) 立行 法人 労働 策研究 研修機構  国 労働比較  
(原資料) 

厚生労働省 2012.1 23 就労条件総合調査  
Bureau of Labor Statistics 2012.9 Employer Costs for Employee 

Compensation ―June 2012 
欧州 Eurostat (2012.11 Labour Costs Survey 2008 ―NACE Rev.2 
韓国 用労働部 http://www.moel.go.kr/ 2012 11 現  

(出 備考)  
 満 数値 含 , 合計 必 一 い  現金給
外 数  

 及 企業規模計, EU 10人 企業又 業 国 異
象   

1) 法定外福利費 各種(生 , 健康, 短期 長期 害)保険料(Insurance)
欧州 見習 福利費 含   

2)  含 募 費, 転勤 要 費用, 社 報, 作業服
等 欧州 募 費用, 税, 補 金等, 韓国 募 費等  
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 柳 2008 Ｕ主要構 国 製造業 業 労働費

用構造 福利厚生 連 費目 総 金 報酬 中

労働報酬 い 労働者 産形 給付 非労働 手当 現物支給 当

中 非労働 手当 国 比 高 い  

社会保険料 使用者総 担 中 協約 契約 任意保険料 担 社

会的給付 職業訓練生 教育訓練費 福利厚生 当 考え

い 国 比 特 高 い  

 

表 ＥＵ主要構成国 製造業 業 労働費用構造 ％  

各費用費目 段：製造業 段： 業  
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出 柳 孝 企業 福利厚生 法的類型 実態 法 治, 59(3): 

1(904)-52(853) 2008  

原資料 Themen:Bevoelkerung und soziale Bedingungen in Eurostat Homepage. 出
2007 更 統計情報 あ  

出 備考  

注 表 目 割合合計 入 あ 補 金 割合 差 引い 割合
100 載 容 欧州委員会規則 Annex II 補遺
い  

1  基 給 労働時間や 基 算定 直接 報酬 超過労働 深夜
業 休 労働 交替 労働 付 的 支払わ 報酬 報酬支払期間 定
期的 支払わ 賞 手当 特 勤 や業績等 象 含  
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2  報酬支払期間 支払わ い 報酬 勤 報償 職金 新入社員手当
及払 企業合併 報酬調整 社員表 金 目標 金 手

当等 祭手当 業績報償金 四半期 第 13 第 14 手当
等 属  

3  現物支給 表 ～ 社員食堂 文 施設
幼稚園 保育園 売店 通勤定期 労働組合 業員組織 連経費

挙  

4  強 保険 補完 使用者 支払わ 保険料 例え (職業 金
疾病保険 失業保険等 強 保険 補完  

5  疾病 妊娠 労働災害時 得保 使用者 直接 労働者 支払う 公的社会
保険機 支払う  

6  労働協約 あ 明 労働協約 い
(1)(a) 含 )  

7  労働者自身 子供 教育補 時短手当 公的社会保険機 支払
含  

8  求人広告費 作業着 引越費用 含  

 

 最 労働費用 時系列 移 労働費用全体 中 金 報酬

割合 製造業 率 移 中 実働時間 応 報酬 付

的人件費全体 構 変 い  

 付 的人件費全体 中 非労働 手当 費用 構 比 傾向 あ

社会的給付費 構 比 やや 昇傾向 あ  
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表 産業 労働費用 構造 1992 1996 2000 2004  

 

出 柳 孝 企業 福利厚生 法的類型 実態 法 治, 59(3): 

1(904)-52(853) 2008  

原資料 連邦統計局労働費用調査 出 載  

出 備考  

注 割合 合計 合わ い場合 あ 数 四捨 入
い 示 各費目 表作 基 表 示

い  

1  労働者 産形 給付 確定合意 特 給付 業績 利益連動手当 休暇手当 

2  休暇 金 疾病時 法的 金 払 積 法定 法定 操業短縮
補償 金 業 い 協約 休暇手当 

3  強 保険 保険料 担 企業老齢 金経費 

4  解 補償 業 短縮労働手当 教育訓練経費 

5  直接経費 (1) (2) 合計)  

 

 


